
大田市シェアオフィス等開設支援補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、大田市駅前において企業の流入の受け皿と企業間連

携の拠点としての役割とを担うシェアオフィス等の整備を促進し、若者

や女性が魅力的に感じるような働く場を創設するため、必要な施設の開

設及び運営に係る経費に関し、予算の範囲内で大田市シェアオフィス等

開設支援補助金（以下「補助金」という。）を交付することについて、

大田市補助金等交付規則（平成１７年大田市規則第４５号）に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の

定めるところによる。 

 （１）シェアオフィス等 シェアオフィス、コワーキングスペース、レ

ンタルオフィスその他の複数事業者及びその従業員が同時にオフィス

として活用できる施設であり、次に掲げる要件を満たすものをいう。  

  ア 常態的に複数事業者及びその従業員が同時にオフィスとして利用

可能な施設であること。 

  イ 複数事業者及びその従業員がオフィスとして活用するために必要

な机、椅子その他の設備及び備品を備えていること。 

  ウ 情報セキュリティの確保されたＷｉ-Ｆｉ等のインターネット環境

を有していること。 

  エ 複数人で利用できるミーティングスペースを有していること。 

  オ 入居企業が利用できるセキュリティの確保された個室を設置して

いること。 

  カ オフィス部分の床面積の合計が４００平方メートル以上であるこ

と。 

  キ 施設の全部又は一部の専用利用及び法人登記が可能であること。 

 （２）オフィス部分 施設利用者が事業の用に供するために継続的に専

用又は準専用で利用する執務区画並びに当該執務区画に附属し、当該

利用に直接必要なトイレ、給湯室、共用スペース、廊下、倉庫、設備

室、管理室その他これらに類する部分をいう。  

 （３）事業者 大田市内において事業を営む法人をいう。 



 （補助対象事業） 

第３条 補助対象事業は、次に掲げる事業とする。 

 （１） 拠点整備事業 市内でシェアオフィス等を開設するための施設

整備事業 

 （２） 施設利用推進事業 拠点整備事業で整備されたシェアオフィス

等の利用を促すための広報、企業誘致及び入居企業のマッチング等の

地域活性化ビジネスの創出を推進する事業 

 （補助金の交付対象） 

第４条 補助金の交付対象となる者（以下「補助対象事業者」という。）

は、前条各号に規定する事業を行うもので、次の各号に掲げる要件のい

ずれにも該当する事業者とする。 

 （１） 施設整備後に、シェアオフィス等の利用事業者に係る企業誘致

及び創業支援の対象施設として運営し、市の事業に協力すること。  

 （２） 補助金を利用して整備したシェアオフィス等を８年以上継続し

て、この補助制度の目的に沿った施設として運用することを誓約する

こと。 

 （３） 大田市暴力団排除条例（平成２４年大田市条例第１号）に規定

する暴力団及び暴力団員並びにそれらの利益となる活動を行う者でな

いこと。 

 （４） 貸金業(貸金業法（昭和５８年法律第３２号）第２条第１項に規

定する貸金業をいう。）を行う者でないこと。 

 （５） 商品先物取引業(商品先物取引法（昭和２５年法律第２３９号）

第２条第２２項に規定する商品先物取引業をいう。）を行う者でない

こと。 

 （６） 連鎖販売取引（特定商取引に関する法律（昭和５１年法律第５

７号）第３３条第１項に規定する連鎖販売取引をいう。）、訪問販売

（同法第２条第１項に規定する訪問販売をいう。）、電話勧誘販売（

同条第３項に規定する電話勧誘販売をいう。）その他これらに類する

方法により物品の販売、役務の提供その他の行為を行う者でないこと。 

 （７） 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３

年法律第１２２号）第２条第１項に規定する風俗営業を行う者でない

こと。 

 （８） 政治又は宗教活動を目的とする事業を行う者でないこと。  



 （９） 公序良俗に反する事業を行う者でないこと。 

 （１０） 市税を滞納していない者であること。 

 （補助対象経費） 

第５条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。

）は、補助対象事業に係る経費で別表第１に定めるものとする。 

 （補助金の額） 

第６条 補助金の交付額は、別表第２に定めるとおりとし、予算の範囲内

で交付する。ただし、その額に１，０００円未満の端数が生じたときは、

これを切り捨てるものとする。 

 （補助金の交付申請） 

第７条 第３条に規定する拠点整備事業及び施設利用推進事業の補助金の

交付を受けようとする補助対象事業者（以下「申請者」という。）は、

次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。  

 （１） 大田市シェアオフィス等開設支援補助金交付申請書（様式第１

号） 

 （２） 大田市シェアオフィス等開設支援補助金事業計画書（様式第２

号） 

 （３） 誓約書（様式第３号） 

 （４） 補助事業に要する経費の概算見積書及び明細書の写し 

 （５） 施設の整備予定位置図 

 （６） 整備工事の施工内容や床面積が分かる図面（平面イメージ図） 

 （７） 申請者の企業概要 

 （８） 申請者の直近２期分の決算書の写し 

 （９） 登記事項証明書（全部事項）の写し 

 （１０） 大田市税等の滞納のない証明書 

 （１１） その他市長が必要と認める書類 

２ 第３条に規定する施設利用推進事業に限定して補助金の交付を受けよ

うとする申請者は、次に掲げる書類を市長に提出しなければならない。  

 （１） 大田市シェアオフィス等開設支援補助金交付申請書（様式第１

号） 

 （２） 補助事業に要する経費の概算見積書及び明細書の写し 

 （３） 大田市税等の滞納のない証明書 

 （４） その他市長が必要と認める書類 



 （補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による補助金の交付申請があったときは、そ

の内容を審査し、交付の可否を決定する。補助金の交付を決定したとき

は、大田市シェアオフィス等開設支援補助金交付決定通知書（様式第４

号）により、交付しないと決定したときは、大田市シェアオフィス等開

設支援補助金不交付決定通知書（様式第５号）により、それぞれ申請者

に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の決定に際し、必要に応じて条件を付すことができる。  

３ 市長は、第１項の規定による審査に際し、申請の事業計画の適否を確

認するため、必要に応じて当該申請者又は当該申請に係る物件等につい

て調査を実施することができる。 

 （計画の変更等） 

第９条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、

施設整備後８年が満了するまでの間において、補助対象事業の内容の全

部又は一部を変更し、又は中止しようとするときは、あらかじめ大田市

シェアオフィス等開設支援補助金変更等承認申請書（様式第６号）を市

長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により申請があったときは、その内容を審査し、

補助対象事業の変更又は中止を承認したときは、大田市シェアオフィス

等開設支援補助金変更等承認通知書（様式第７号）により補助事業者に

通知するものとする。 

 （実績報告） 

第１０条 補助事業者は、補助対象事業が完了したときは、完了の日から

起算して３０日を経過した日又は市長が指定する提出期限のいずれか早

い期日までに大田市シェアオフィス等開設支援補助金実績報告書（様式

第８号。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類を添えて、市

長に提出しなければならない。 

 （１） 補助対象経費に係る領収書及びその明細の写し  

 （２） 補助事業の成果を証する資料 

 （３） 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）に基づく検査済証の

写し（同法に基づく検査の対象に該当する場合に限る。） 

 （４） その他市長が必要と認める書類 

 （補助金の額の確定） 



第１１条 市長は、前条の規定により実績報告書の提出があったときは、

その内容を審査し、補助対象事業の成果が補助金の交付決定の内容及び

これに付した条件に適合すると認めるときは、交付すべき補助金の額を

確定し、大田市シェアオフィス等開設支援補助金交付確定通知書（様式

第９号）により補助事業者に通知するものとする。 

 （補助金の請求） 

第１２条 補助事業者は、補助金の支払を受けようとするときは、前条の

規定による通知を受けた後、速やかに大田市シェアオフィス等開設支援

補助金交付請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

 （補助金の支払） 

第１３条 市長は、前条の補助金交付請求書を受理したときは、内容を審

査し、適正であることを確認したときは、補助事業者に対して速やかに

補助金を交付するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長が特に必要と認めたときは、補助対象

事業の完了前に補助金の一部を交付することができる。 

３ 補助事業者は、前項の規定により補助金の交付を受けようとするとき

は、大田市シェアオフィス等開設支援補助金（概算払）請求書（様式第

１１号）に確約書（様式第１２号）を添えて、市長に提出しなければな

らない。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、補助事業者が次のいずれかに該当した場合には、補助

金交付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。  

 （１） 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。  

 （２） 補助金を他の用途に使用したとき。 

 （３） 天災地変等の正当な理由によることなく、施設整備を完了しな

いとき。 

 （４） 施設整備後８年以内に事業を中止したとき。 

 （５） 前４号に掲げるもののほか、交付の決定の内容又はこれに付し

た条件その他法令に違反したとき。 

 （補助金の返還） 

第１５条 市長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を

取り消した場合において、補助金の交付決定の取消しに係る部分につい

て既に補助金を交付しているときは、期限を定めて補助事業者にその返



還を命ずるものとする。 

 （補助事業者の義務） 

第１６条 補助事業者は、補助対象事業の成果に関する調査等に協力しな

ければならない。 

 （その他） 

第１７条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

   附 則 

１ この告示は、令和８年７月３１日から施行する。 

２ この告示は、令和１１年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、

同日までに交付の決定がなされた補助金については、同日後もなおその

効力を有する。 

別表第１（第５条関係） 

区分 補助対象経費 適用範囲 

拠点整備事業 整備工事費 シェアオフィス等の設置のための

整備工事費、設計及び工事管理費、

建物と不可分となっている機能を

有する設備工事 

備品購入費 机、椅子、印刷機等のシェアオフ

ィス等の施設運営に必要な備品の

購入費 

※数年間の使用に耐えると判断さ

れる物品で、１点あたりの購入単

価が税抜５万円以上５０万円未満

のもの 

施設利用推進

事業 

動画、ポスター、パン

フレット、ホームペー

ジ製作、説明会の開催、

首都圏マッチングイベ

ント等への参加、地元

企業とのビジネスマッ

チングイベント、講演

拠点整備事業で整備される施設に

おいて、進出企業、利用者等の利

用促進に資する内容であること。 



会実施等に係る経費 

（注１）留意事項 

 拠点整備事業について、原則、オフィス部分に直接かかる経費が対象と

なるが、事業に必要と認められる場合のみ、宿泊設備やカフェ等、シェア

オフィス等の利用促進につながる施設の整備に係る費用も対象経費に含め

ることができる。ただし、当該費用の総額は対象経費全体の２割未満とす

ること。 

（注２）対象外経費 

・交付の決定を受ける前に要した経費 

・公租公課（消費税及び地方消費税を含む。） 

・貸付金又は保証金、基金積立金 

・支払手数料、備品の郵送料 

・他の機関からの補助金等を受けている事業に要する経費  

・特定の個人に対する給付経費及びそれに類するもの  

・土地の購入又は賃貸借料、用地造成に要する経費  

・その他、事業実施に必要と認められないもの  

別表第２（第６条関係） 

区分 補助金の額 補助限度額 

拠点整備事業 補助対象経費の合計額

に３分の２を乗じて得

た額 

８千万円 

施設利用推進事業 補助対象経費の合計額

に１０分の９を乗じて

得た額 

初年度２００万円 

翌年度以降２か年について各

年度１００万円 

 


